
意見箱設置日：令和５年9月1日（金）

No 提出日 件  名 意見概要 回　　答

1 9/7

「ハイブリッド

（メタン化+焼

却）の液肥の

利用先につい

て」

第２回検討委員会の資料３「処理方式の選定方法及び一

次選定」、表８「一次選定の評価結果」のハイブリッド（メタン

化+焼却）の生成物の処理・処分について、資料では「液肥の

利用先が無い場合でも排水処理が可能である。」としているが、

この記載は間違いではないけれど消極的過ぎる印象を受けるの

で、以下の通り変更することを提案します。

「液肥の利用に関して、住民側からの希望があれば相談にのれ

る余地がある。」

意見箱にご意見をいただき、ありがとうございます。第２回検討委員会の

資料３の表８は、一次選定の評価項目である「生成物の処理・処

分」、「建設実績」、「脱炭素社会への貢献」について評価した結果となり

ます。今後、二次選定において詳細の検討をしてまいりますので、いただ

いたご意見については参考にさせていただきます。

2 9/8

「ハイブリッド

（メタン化+焼

却）の発電の

売電収入につ

いて」

第２回検討委員会の資料３「処理方式の選定方法及び一

次選定」、表８「一次選定の評価結果」のハイブリッド（メタン

化+焼却）の一次選定の評価結果について、「生成物の処理

に課題が無い、脱炭素社会への貢献が可能」と記載されている

が、オーム社発行、タクマ環境技術研究会編、「基礎からわかる

ごみ焼却技術」第242頁に「特にごみ処理量70トン/日以下程

度の比較的小規模施設においては、焼却施設に発電設備を

設置することが困難な場合が多いため、メタン発酵施設による高

効率なエネルギー回収が環境省の施策でも推奨されている。」と

記載されていることから推測し、発電設備を導入するのであれば

メタン発酵施設の方が有利であると考えるため、「発電により売

電の収入が期待される」を追加することを提案します。

意見箱にご意見いただき、ありがとうございます。第２回検討委員会の資

料３の表８は、一次選定の評価項目である「生成物の処理・処分」、

「建設実績」、「脱炭素社会への貢献」について、評価した結果となりま

す。今回ご提案頂いた売電に関する内容は、「資源・エネルギーの活用」

の評価において詳細の検討をして参りますので、いただいたご意見につい

ては参考とさせていただきます。

3 9/11

「ハイブリッド

（メタン化+焼

却）に汚泥の

受入れを提案

第２回検討委員会の資料３「処理方式の選定方法及び一

次選定」、表８「一次選定の評価結果」のハイブリッド（メタン

化+焼却）の一次選定の評価結果について、「生成物の処理

に課題が無い、脱炭素社会への貢献が可能」と記載されている

が、人口減少により生ごみが減少した場合には、汚泥の受け入

れも可能であることから「年々の生ごみ減少に際し、“汚泥”の受

入れが対策となること期待」を追加することを提案します。

意見箱にご意見をいただき、ありがとうございます。第２回検討委員会の

資料３の表８は、一次選定の評価項目である「生成物の処理・処

分」、「建設実績」、「脱炭素社会への貢献」について、評価した結果とな

ります。今回ご提案頂いた受入れごみに関する内容は記載する対象とし

ておりません。いただいたご意見については今後の資料作成の参考とさせ

ていただきます。

4 9/12

「ハイブリッド

（メタン化+焼

却）のダイオキ

シン生成につい

て」

第２回検討委員会の資料３「処理方式の選定方法及び一

次選定」、表８「一次選定の評価結果」のハイブリッド（メタン

化+焼却）の一次選定の評価結果について、「生成物の処理

に課題が無い、脱炭素社会への貢献が可能」と記載されている

が、ダイオキシンは塩に由来するものと推測するので、生ごみをメ

タン発酵するハイブリッド方式はダイオキシンの発生は無いものと

期待されます。その為、同項目に「生ごみに由来する”ダイオキシ

ン”の発生が無くなることが期待される。」を追加することを提案し

ます。

意見箱にご意見いただき、ありがとうございます。第２回検討委員会の資

料３の表８は、一次選定の評価項目である「生成物の処理・処分」、

「建設実績」、「脱炭素社会への貢献」について、評価した結果となりま

す。今回ご提案頂いた環境保全に関する内容は、記載する対象として

おりません。

なお、ハイブリッド方式ではメタン発酵処理した後の残渣は焼却処理を行

うことを想定してますので、ダイオキシンの発生は焼却方式と同じであると

考えます。

ご提案の意見及び回答



No 提出日 件  名 意見概要 回　　答

5 9/13

「ハイブリッド

（メタン化+焼

却）のダイオキ

シン生成につい

て」

第２回検討委員会の資料３「処理方式の選定方法及び一

次選定」、表８「一次選定の評価結果」のハイブリッド（メタン

化+焼却）の一次選定の評価結果について、「脱炭素社会へ

の貢献が可能」と記載されているが、今後採用方式を選定する

にあたり脱炭素社会の貢献について環境省のホームページに参

考となる資料がありましたので情報提供します。

情報：環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対

策課 平成2 9年3月付け「メタンガス化施設整備マニュアル

（改訂版）」2第6頁

酒井らは（※）、家庭由来厨芥類の処理を行なう4つのシナリ

オについて温室効果ガス(CO2, CH4,N20 )の排出量を計算

し、総CO2は、メタン発酵＋燃料電池利用　＜　メタン発酵

+GE発電　＜　堆肥化　＜　焼却

回答希望なし

6 9/14

「ガス化溶融・

改質（シャフト

式、キルン式、

流動床式）係

る発注状況に

ついて」

第２回検討委員会の資料３「処理方式の選定方法及び一

次選定」、表８「一次選定の評価結果」のガス化溶融・改質

（シャフト式、キルン式、流動床式）の一次選定の評価結果

について「建設実績が多い」と記載があるが、平成27年9月1日

付け一般財団法人日本環境衛生センター発行の「生活と環

境」の第35頁に熱回収施設の動向について記載がありましたの

で紹介させて頂きます。

２． 熱回収施設の動向（抜粋）

ストーカ燃焼方式には、灰処理としてプラズマ式灰溶融炉を併

設して焼却灰の資源化を行なっているが、近年熱回収施設の

エネルギー利用の観点などから、灰溶融設備の設置やガス化式

燃焼溶融方式の発注は減少傾向にある。熱回収施設のエネル

ギーを最大限取り出すために、当社ではストーカ燃焼式・流動

床燃焼式ともに、以下の特長を備えた施設整備を行なってい

る。（以下一部省略。）

流動床式の焼却炉は、都市ごみと下水・し尿汚泥の混焼比率

に制約なく処理・エネルギー化が可能であるため、未利用エネル

ギーとしての回収、整備費用の低減からも検討していくべきと考

える。

回答希望なし



No 提出日 件  名 意見概要 回　　答

7 9/15

「ハイブリッド

（メタン化+焼

却）と環境省

の普及の後押

しについて」

第２回検討委員会の資料３「処理方式の選定方法及び一

次選定」、表８「一次選定の評価結果」のハイブリッド（メタン

化+焼却）の一次選定の評価結果について、「生成物の処理

に課題が無い、脱炭素社会への貢献が可能」と記載されている

が、「環境省はメタンガス化システムの普及を、様々な施策を通

じて、後押ししている。」を追加することを提案します。

理由としては、「メタンガス化に関する基本的事項：環境省」第

2/2 頁には、下記の記載があるためです。

「採用するメタンガス化システムによっては、全量を焼却する場合

と比較して、建設費や維持管理費が高くなる場合があります。し

かしながら、メタンガス化システムを導入し、焼却施設を含め循

環型社会形成推進交付金の嵩上げや固定価格買取制度

(FIT)を適用して売電することで、新規の焼却施設を導入する

よりも地方自治体の負担を抑えることができる可能性がありま

す。」

意見箱にご意見いただき、ありがとうございます。第２回検討委員会の資

料３の表８は、一次選定の評価項目である「生成物の処理・処分」、

「建設実績」、「脱炭素社会への貢献」について、評価した結果となりま

す。今回ご提案頂いた「経済性」に関する内容は記載する対象としており

ません。今後、二次選定において詳細の検討をしてまいりますので、いた

だいたご意見については参考にさせていただきます。

8 9/16

「ハイブリッド

（メタン化+焼

却）と生ごみの

分別回収につ

いて」

ごみ処理方式の選別に際し、「ハイブリッド（メタン化＋焼

却）」に係る討論の場では、生ごみの分別回収”が選別の検討

点の一つになるかもしれないと予測します。

「ハイブリッド（メタン化＋焼却）」の導入を期待する私として

は、下記の考えでいることを付記したいと考えています。

家庭内の分別作業としては、「生ごみ」と「汚れた紙類」は別々

にされており、一緒にしなければよいわけで、家庭内での生ごみ

分別の作業量は現状と大差ない筈と考えます。

また、生ごみ分別回収をすると回収の回数が増えることは認めざ

るを得ません。しかし、ごみ焼却炉の更新に際し、一般市民自

身も何らかの目に見える脱炭素社会実現にむけての貢献をした

いと思っている人が少なからず居る筈で、このような方々の支援

を期待します。

回答希望なし

9 9/19

「マテリアルリサ

イクル推進施

設（容器包装

リサイクル施

設）」の導入が

めざしているも

のは何ですか？

新たなごみ処理施設等整備構想にマテリアルリサイクル推進施

設（容器リサイクル施設）の記載があるが、焼却炉で容器包

装プラスチックを焼却し、発電及び売電を行うことを「脱炭素社

会への貢献が可能」と考えているのか。以下の質問に回答をお

願いします。

　⑴「新たなごみ処理施設等建設」の中に「マテリアルリサイクル

推進施設（容器包装リサイクル施設）」があるのはどのような意

図で組み入れられているのか。

　⑵容器包装のプラスチックごみの処理方法としては「焼却炉の

中で燃焼する」ということでよろしいのでしょうか？

意見箱にご意見いただき、ありがとうございます。新たなごみ処理施設等

整備構想では、構成市町のごみの内、資源物を除いたすべてのごみを処

理すると想定し、作成したものとなります。マテリアルリサイクル推進施設の

設置については、新たなごみ処理施設等整備基本計画を策定していく

中で検討してまいります。

また、容器包装プラスチックの処理については、選別し高品質のものは

（財）日本容器包装リサイクル協会を通して再商品化業者で再商品

化を行い、低品質のものはサーマルリサイクルを行うことが一般的な手法

であると認識しております。



No 提出日 件  名 意見概要 回　　答

10 9/20

処理方式の選

定に係る参考

情報の紹介

「ハイブリッド（メタン化+焼却）」の参考として、下記参考書に

記載があったので紹介します。

書名：強靭でしなやかな廃棄物処理を目指して

発行所：一般財団法人日本環境衛生センター

第２２頁

要約：バイオガス化の導入による効果は、メタンガスによるエネル

ギー回収に加えて、焼却では塵芥類を分離させるため、送電可

能電力量は従来の焼却施設のみと比較し１．５倍の効果が

あり、FIT制度（固定買取制度）と合わせて、経済的や環境

負荷の面で大変有利な試算結果が得られている。

回答希望なし

11 9/25

「ハイブリッド

（メタン化+焼

却）」の建設

実績

第２回検討委員会の資料３「処理方式の選定方法及び一

次選定」、表８「一次選定の評価結果」のハイブリッド（メタン

化+焼却）の一次選定の評価結果について、「生成物の処理

に課題が無い、脱炭素社会への貢献が可能」と記載されている

が、生ごみのメタン発酵処理の建設実績は４２件あるため、

「生ごみのメタン化発酵処理に限れば４２件の建設実績あり」

を追加することを提案します。

意見箱にご意見いただき、ありがとうございます。第２回検討委員会の資

料３の表８は、一次選定の評価項目である「生成物の処理・処分」、

「建設実績」、「脱炭素社会への貢献」について評価した内容となります

が、ご指摘の生ごみの発酵処理については、一部のごみしか処理ができ

ないものであり条件が異なっております。また、建設実績については、１０

０ｔ／日から３００ｔ／日について整理しており、一部の方式のみの

条件を変更することはいたしかねますので、ご理解ください。

12 9/25

「メタンガス発

酵方式とすべき

である他３件」

⑴ゼロカーボン構想は三宮副管理者意見でもあり、焼却方式

に代えて、メタンガス発酵方式とするべきである。

⑵焼却方式をやめれば重量物である煙突を省けるので軟弱地

盤の造成費を低減できる。

⑶温浴施設は周辺人口が少なく赤字運転が必須であるのでや

める。その為の土地造成もムダ。

⑷プラスチックごみを取込むメリットは少ないのでやめる。

意見箱にご意見いただき、ありがとうございます。下記に回答を示します。

⑴及び⑵　メタンガス発酵方式については一部のごみしか処理できず、そ

れ以外のごみは焼却を行う必要があります。その為、メタンガス発酵方式

のみで現在の「可燃ごみ」に対応することはできません。

⑶温浴施設については、ご意見として承ります。

⑷プラスチック類の処理については、新たなごみ処理施設等整備基本計

画を策定していく中で、検討してまいります。



No 提出日 件  名 意見概要 回　　答

13 9/26

処理方式の選

定に係る参考

情報の紹介⑵

処理方式の選定について、参考までに他の事業者がどのようにし

て処理方式を決めたのか下記に記載がありましたので、情報提

供します。

書名：「生活と環境」Vol.60.No9

発行所：一般財団法人日本環境衛生センター

第13頁

全量焼却方式と熱回収・バイオガスのコンバインド方式との建

設・運営経費などの検討を行った結果、環境負荷の低減の観

点から焼却量の削減と熱回収効率の向上を合わせて実現する

ことのできる熱回収・バイオガス化複合処理システムを導入する

こととした。

回答希望なし

14 9/28

環境省委託業

務の成果報告

の紹介（株式

会社タクマの

例）

「ハイブリッド（メタン化+焼却）」の参考として環境省委託業

務の成果報告書を紹介します。

平成２９年度環境省委託業務成果報告書

平成３０年度環境省委託業務成果報告書

平成３１年度環境省委託業務成果報告書

（株式会社タクマ、株式会社ルネッサンス・エナジー・リサーチ、

南但広域行政事務組合）

回答希望なし

15 10/2

環境省委託業

務の成果報告

の紹介（株式

会社クボタの

例）

「ハイブリッド（メタン化+焼却）」の参考として環境省委託業

務の成果報告書を紹介します。

平成３１年度環境省委託業務成果報告書（株式会社クボ

タ）

回答希望なし

16 10/5

埼玉県内で稼

働中のメタン発

酵プラント

第２回検討委員会の資料３「処理方式の選定方法及び一

次選定」、表８「一次選定の評価結果」のハイブリッド（メタン

化+焼却）の建設実績について、選定の基準を「メタン発酵処

理」に限れば埼玉県内には2件の建設実績があるので紹介しま

す。

①寄居バイオガスプラント：食品廃棄物や紙ごみなどの一般廃

棄物をメタン菌により発酵させることでバイオガスを生成させ、発

電用燃料として利用し、国内最大規模となる1.6MWの乾式メ

タン発酵バイオガス発電施設である。

②特定非営利活動法人　小川町風土活用センター：規模は

小さく手作り感が大です。プラントそのものは「バイオガスプラント」

と呼ばれているようです。

回答希望なし



No 提出日 件  名 意見概要 回　　答

17 10/11

処理方式の選

定に係る参考

情報の紹介

（3）

処理方式の協議のために参考として、下記を紹介します。

書名：強靭でしなやかな廃棄物処理をめざして

発行所：一般財団法人　日本環境衛生センター

紹介部分：4.3食品廃棄物などの今後のリサイクル方策の方

向性

紹介文：ごみから資源・エネルギーを最大限回収するシステム

づくりに向けて

①生ごみのバイオガス化施設と高含水廃棄物からのエネルギー

回収を図る。

②残った可燃ごみの発熱量の回復と焼却施設でのエネルギー

回収効率の工場を図る観点からバイオガス化施設と焼却方式

のコンバインドシステムなどの導入拡大を図ることが望ましいと考

える。

回答希望なし

18 10/25

ハイブリッドをコ

ンバインドに変

更することの提

案

これまでハイブリッド（メタン化+焼却）のハイブリッドは、下記の

理由により今後はコンバインドに変更することを提案します。

⑴ ハイブリッド（メタン化+焼却）は、書籍や印刷物に見られ

るコンバインドシステム（メタンガス化+焼却）や湿式メタンコン

バインドシステムなどにおけるコンバインドに相当するものであろうと

推測します。

⑵ハイブリッドにすると生ごみを焼却炉で燃やしたり、生ごみ以外

の燃やせるごみをメタン発酵層で発酵処理する場合を想定する

人がいるかもしれないと危惧されます。

⑶今後、メーカーや官庁に提出する書類があればハイブリッドの

ままだと、誰かが指摘するのではないかと予想します。

意見箱にご意見をいただき、ありがとうございます。ご指摘のハイブリッド

（メタン化+焼却）の表記についてですが、環境省大臣官房廃棄物・リ

サイクル対策部 廃棄物対策課発行（平成 29 年 3 月）の「メタンガ

ス化施設整備マニュアル （改訂版）」冒頭の用語の定義において、メタ

ンガス化+焼却方式についての説明が下記の通りとなっております。その

為、ハイブリッドという表記については問題ないと考えますので、今まで通り

とさせていただきます。

メタンガス化+焼却方式（用語の定義）：メタンガス化施設のうち、メタ

ンガス化＋焼却方式を有する施設 （「コンバインド（システム）方式」、

「ハイブリッド（システム）方式」ともいう。）

19 11/9

新たなごみ処

理施設等整備

構想案に関す

る意見

1、日本容器包装リサイクル協会に送られるプラスチック容器包

装の割合はどのくらいですか。

2、日本容器包装リサイクル協会で、プラ容のリサイクルにおいて

は、サーマルリサイクル、ケミカルリサイクル、マテリアルリサイクルの

割合(各市町ごと)はそれぞれいくつですか

3、プラ容１トンをサーマルリサイクルした場合のCO2の発生量は

どのくらいですか？

4、生ごみのバイオ化を次回検討するということであるが、これは

ハイブリッド方式のなかでおこなわれるのですか？それとも、別の

施設を作って行われるのですか？

意見箱にご意見いただき、ありがとうございます。

１．プラスチック容器包装に関しましては、現在、鴻巣市、北本市、吉

見町でそれぞれ処理を行っており、中間処理施設で選別を行い、選別

残渣を取り除いた２市１町の平均で約９０％が（公財）日本容器

包装リサイクル協会を通じて再商品化されています。

２．中間処理施設において選別残渣はサーマルリサイクルされており、2

市１町の平均で約10％となります。再商品化については（公財）日本

容器包装リサイクル協会を通じて入札され、再商品化されており、年度

ごとに再商品化先は異なります。なお、令和4年度は2市1町共に日本

製鉄株式会社においてケミカルリサイクルされております。

３．一般廃棄物のプラスチックごみの焼却に伴い排出されるCO2量は、

特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する

省令（平成十八年経済産業省・環境省令第三号）第３条第１４

項により　　２．７７（ｔ-CO2/ｔ）とされております。

４．ご質問のバイオ化がバイオガス化のことであるとしてお答えさせていた

だきます。ハイブリッド方式はメタン発酵に適したごみ（生ごみを含む）を

発酵槽に投入し、バイオガスを回収する方式となりますので、生ごみのバ

イオガス化の検討はハイブリッド方式の検討に含まれております。



No 提出日 件  名 意見概要 回　　答

21 11/15

処理方式選定

の評価の項目

への追加－人

口減少対策

 第３回建設検討委員会資料４の処理方式の二次選定、評

価の項目について、下記の理由により「将来の人口減少に伴う

ごみの減少への対応」という項目を追加することを提案します。

⑴焼却（ストーカ式、流動床）は１日の稼働時間を短くするこ

とで対応できるかと考えます。

⑵ハイブリッド（メタン化+焼却）の焼却は⑴と同様で、メタン

発酵槽部分はクリーンセンターからの汚泥の受入で対応できるか

と考えます。

⑶ガス化溶融・改質（シャフト式、キルン式、流動床式）は、

上記のような対応は困難であろうと推測されます。およそ

1300℃近くで溶けている物を、簡単に冷やして固化させたり、ま

た再溶融させたりすることは、実際には大変手間のかかる作業で

あろうと推測されるからです。

意見箱にご意見をいただき、ありがとうございます。ご指摘の評価項目に

おける「将来の人口減少に伴うごみの減少への対応」については、第３

回建設検討委員会の処理方式の二次選定において、評価項目の方針

１に「ごみ量、ごみ質変動への対応」を入れておりますので、第４回建設

検討委員会で評価結果を提示する予定です。

　　なお、⑴及び⑵に焼却の運転方法について、稼働時間を短くすると

記載されておりますが、焼却施設は効率的な運転や温度変化によるダイ

オキシン類の発生の抑制、助燃材使用量（立ち上げ時）の抑制のた

め、基本的には連続運転（現施設では１～２か月）を行っております

ので、１日の稼働時間を短縮してごみ処理量を調整することはないと考

えています。

22 11/14

書籍「検証・ガ

ス化溶融炉－

ダイオキシン対

策の切札か」紹

介

令和５年９月１４日付けで「ガス化溶融・改質に係る発注状

況について」との件名で意見を出しました。内容は、「近年、熱

回収施設のエネルギー利用の観点などから、灰溶融設備の設

置やガス化燃焼溶融方式の発注は減少傾向にある」としました

が、第３回建設検討委員会においても「選定対象とする」となり

ました。図書館で「検証・ガス化溶融炉－ダイオキシン対策の切

札か」と題する書籍に出会い、上記の「ガス化燃焼溶融方式の

発注は減少傾向にある」の背景が記載されている様に感じまし

たので紹介させていただきます。

書籍名：「検証・ガス化溶融炉－ダイオキシン対策の切札か」

発行：2000年11月18日

著者：津川　敬

発行所：株式会社緑風出版

回答希望なし

20 11/10

新たなごみ処

理施設等整備

事業住民説明

会に関する追

加意見

・建設予定地鴻巣市郷地安養寺の決定を白紙撤回すること。

できないのであれば一旦凍結して、その期間に他の場所との比

較検討をし、建設費用の概算と一緒に提案したら如何か。

・郷地安養寺以外の地域との比較検討が何故なされないの

か、はっきりとした理由を示していただきたい。

・吉見町で開催された住民説明会に吉見町職員の多くが出席

されていたが、職務命令であったか。

意見箱にご意見いただき、ありがとうございます。

・本組合の建設検討委員会で建設予定地を調査研究及び検討する中

で、当該地以外の場所と比較検討しなかった理由については、説明会で

説明しており、その要点は次のとおりです。埼玉中部環境保全組合は、

鴻巣市・北本市・吉見町の２市１町のごみを共同で処理するための一

部事務組合で、組合の主要な決め事は２市１町の協議と合意の下に

組合で定めていきます。鴻巣市郷地安養寺地内は、新たなごみ処理施

設の建設予定地として、２市１町の合意事項の１つとして、令和３年

９月に合意書で定められたものです。この場所は合意書で定められた唯

一の建設予定地であり、他に２市１町により示された場所はありませ

ん。よって組合としては、郷地安養寺地内が本組合の施設を建設する場

所として適地であるかについて、建設検討委員会（第１期）にお願い

し、調査研究及び検討をしていただきました。

・次に吉見町で開催された住民説明会に多くの町職員が出席したことに

ついて、これが職務命令によるものなのかについては、この事業についての

質問ではありませんので、本組合で回答することはできません。あくまで参

考ということで記述しますが、吉見町に確認したところ職員の自主的な参

加であるとのお話でした。



No 提出日 件  名 意見概要 回　　答

23 11/14

ごみ処理方式

選定に係るお

願い－脱炭素

社会への貢献

を示すには数

値的評価も希

望

第２回建設検討委員会の資料３第７頁「表８一次選定の

評価結果」において、焼却（ストーカ式、流動床式）とハイブ

リッド（メタン化+焼却）の一次選定の評価結果欄には、同じ

「脱炭素社会への貢献が可能」との記載があります。二次評価

においては、定量的な評価を二酸化炭素の排出量を計算して

報告していただきたい。

意見箱にご意見をいただき、ありがとうございます。脱炭素に関する評価

については、第３回建設検討委員会の資料４表３で示したとおり、方

針２に「二酸化炭素排出量」を評価項目として、定量評価で行うとして

おりますので、第４回建設検討委員会で評価結果をお示しする予定で

す。

24 11/18

新施設整備に

おいてCO2削

減策はどのよう

に進めるのか他

２件

新施設整備においてCO2削減策はどのように進めるのか？

この施設の稼働予定は7年以上先になる。その後20年～30年

継続すると、2050年を目標にしているゼロカーボンシティ宣言の

構成市町の方針は活かされないのか。ごみ処理のおいても具体

的な検討をすべきと考えるが、検討委員会で議論になっていな

い。

ご意見ありがとうございます。第１回建設検討委員会の資料６「施設整

備の基本理念及び基本方針」において基本理念を「地球に優しい「循

環型社会」、「脱炭素社会」を目指し、市民町民に親しまれる施設づくり

を進めます」としました。加えて基本方針においても方針２において「限り

ある資源やエネルギーの有効利用を図り、地球に優しい施設」としており

ます。この基本理念及び基本方針を基に処理方式の選定やその他処

理施設の検討を行っており、評価項目などにおいても脱炭素社会への貢

献を加えて評価を行っておりますので、具体的な検討を行っていると考え

ます。

25 11/18

新施設整備に

おいてCO2削

減策はどのよう

に進めるのか他

２件

補助的な処理施設の整備方針については、将来性を考えて掘

り下げた議論をすべきではないか？

資料3に示された処理施設はCO2削減の観点からは効果大き

い。僅か30分程度の説明で「整備対象としない」と方向づける

のは、検討不足の極みです。特に、剪定枝の堆肥化以外で

は、トンネルコンポストと使用済み紙おむつリサイクルは、この時

点で再度詳しい調査を行いCO2削減、費用対効果を検討す

べき処理方法です。2市1町はゼロカーボンシティ宣言をしてお

り、一部事務組合としても今が2050年に向けてCO2削減事業

として取り組みを推進すべき時です。

ご意見いただきありがとうございます。補助的な処理施設について、第３

回建設検討委員会では施設の概要及びメリット・デメリットを整理し、本

組合で整備する際に解決すべき課題や状況の把握をまとめた上で、整

備方針案をお示しました。

その中で、現段階において課題が少なく、設置の可能性のある施設とし

て「選定枝の堆肥化」をお示ししました。それ以外の施設や方式について

は、課題が多く、本整備基本計画における可燃ごみ処理量の削減のた

めの補助的な処理施設として、現時点では整備が難しいと判断し、「選

定対象としない」とさせていただきました。



No 提出日 件  名 意見概要 回　　答

26 11/18

新施設整備に

おいてCO2削

減策はどのよう

に進めるのか他

２件

トンネルコンポストと焼却炉のハイブリッドについて

この処理方法はトンネル状のコンクリート室に燃やせるごみを17

日間密閉して、バイオ処理するもので、有機質のごみ（厨芥

類、草、剪定枝）を分解して消滅させます。分解しきれなかった

太い枝木は再度トンネルに入れ種菌とし、繰り返すことで消滅さ

せます。コーティングされた紙や混入したプラスチックが残渣として

乾燥状態で出てきますので、投入した燃やせるごみ量は半分以

下になります。家庭から排出されるおむつも汚物は分解され原

料の紙とプラ類が乾燥されて残ります。有機物が分解消滅する

ので堆肥化はできません。（三豊市では堆肥が出ることを小堤

しましたが、稼働すると消滅していました）生ごみや草木の堆肥

化はCO2削減に有効ですが堆肥の安定処理が課題となるの

で、トンネルコンポスト処理のほうが優位と言えます。

〈残渣について〉

トンネルコンポストの残渣は、もともと燃やせるごみですから焼却

に付せば良いのです。固形燃料にするにはプラごみが多くなけれ

ばできません。2市1町ではプラスチックは混ぜないことになってい

ますので、そもそも固形燃料化にする排出量には足りず、無理が

あります。分別の徹底を図りプラと紙類の資源化を図れば、有

機質が消滅するので、残渣は投入量の半分以下になります。ま

た家庭から出る使用済み紙おむつも一時処理（スーパーフェイ

ズ社の処理機と同様の状態）が出来るので使用済みおむつ

は、水分の多いごみではなくなります。厨芥類の消滅とおむつの

一次処理によって、焼却炉へ助燃材の投入は必要なくなりま

す。

全国に1例の三豊市は焼却施設を持っていません。だから残渣

処理は固形燃料化となります。私たちは、炉を設置することを前

提にしているので、ハイブリッド方式としてトンネルコンポスト処理

の有効性を取り入れて課題（CO2削減、経費削減、安定運

営）に取り組むことが極めて有効であると考えます。

〈より有効な設置の在り方〉

トンネルコンポストは排出元の構成自治体区域毎に設置する

と、炉への運搬量が半分以下になるので、運搬によるCO2の発

生も抑制でき、運搬費も削減できます。炉のコンパクト化も期待

できます。更に、災害時は自区内処理で腐敗・悪臭となる厨芥

類とおむつの処理が可能となるので、衛生・環境面の不安が軽

減でき、市民生活の安心につながります。設置場所の試案とし

ては、吉見町は現環境センター跡地利用（廃炉の補助も受け

られる筈）、鴻巣市は建設予定地の一部に、北本市は新たに

考えねばなりませんが、施設設置への補助金もあるので、これら

を中部環境保全組合事業として「燃やせるごみの処理における

CO2削減と経費縮減の効果的な方法」として実現に向けて、よ

くよく検討いただきたい。

〈発電について〉

トンネルコンポストは発電しませんので、焼却炉からの発電量は

メタンガス発酵より少ないかもしれませんが、設置経費は少なく

運営費用も縮減され、メンテナンスも複雑ではありません。ハイブ

リッド式にすることで発電も可能と考えます。

ご意見いただきありがとうございます。 ⑴トンネルコンポスト方式について

トンネルコンポスト方式は、有機質のごみを発酵によって、水分を蒸発さ

せ、肥料や固形燃料の原料に適した性状にする処理方式とされていま

す。（「三豊市バイオマス産業都市構想」による）

一般的な微生物による発酵では主に、「炭水化物の分解」、「蛋白質及

び脂肪の分解」、「生物体の合成」が行われており、有機物は分子量の

小さい有機物へと分解され、微生物はそれを取り込んで増殖していきま

す。また、この反応が行われる際には同時にCO2などの気体も生成され

ます。トンネルコンポスト方式は前述のとおり、有機質のごみを発酵によっ

て固形燃料等の原料とすることを目的としているため、CO2などの気体と

して放出される一部を除き、有機物は消滅せず残存します。

トンネルコンポスト方式のメリットの一つとして、残渣部分を固形燃料と

し、他の重油や石炭を使用している施設の代替燃料とすることで、CO2

の削減が見込める点が挙げられます。ご提案にありますように残渣部分を

焼却する方法を取った場合には、このメリットがなくなってしまうと考えられ

ます。

また、新たなごみ処理施設において、どのぐらい助燃剤が必要となるかは

その処理方式によって異なりますので、今後の検討課題となります。ご意

見のとおり、トンネルコンポストの併設により、助燃剤の投入が不要となる

可能性もありますが、固形燃料原料を焼却施設で処理することによっ

て、高温化に伴う炉への影響も考えられます。

参考として、現在稼働している埼玉中部環境センターはストーカ式焼却

炉であり、この方式においては、炉の立ち上げ時と停止時のみ、助燃剤

（灯油）を使用しています。炉の立ち上げが終わるとごみが自燃するた

め、以降炉の停止時まで助燃剤の投入は不要となります。

⑵　構成自治体毎に設置することについて

ご提案の構成自治体区域毎に設置した場合には、運搬に伴うCO2の

削減は見込まれますが、施設が増えることで電気使用に伴うCO2排出

量が増加するほか、焼却炉の規模が小さくなることで発電効率が低くなる

ことも想定されます。したがって、CO2削減を考えるには総合的に判断す

る必要があります。

また、ご意見にも記載していただいておりますが、トンネルコンポストを設置

するためには一定の面積を持った敷地が必要であり、各構成市町で設

置するとした場合には、敷地の確保が課題となります。トンネルコンポスト

方式を導入した三豊市の例では、処理能力43.3t/日の規模で敷地面

積が約10,000㎡となっていますので、現在想定している処理能力と単

純に比較すると、トンネルコンポスト処理施設の部分だけで構成市町合

わせて約35,000㎡の敷地が必要となると考えられます。

⑶　費用に関して

現時点では、焼却施設とトンネルコンポスト方式を併設する事例は国内

ではないことを踏まえると、トンネルコンポストを運営する事業者と焼却施

設の運営をする事業者の２者を選定する必要があり、また、効率的な運

営のためにはそれら両者の連携が必須となると考えられます。この点が運

営費用にどのように影響が出るのかが課題となります。

また、当組合では、循環型社会形成推進交付金制度を活用していく予

定ですが、トンネルコンポスト（好気性発酵乾燥方式）を交付対象とす

るためには施設内で固形燃料化まで行う必要がある※とされており、ご提

案の「トンネルコンポストで前処理を行い、生成物を焼却処理する」という

方法においてはその交付対象外になると考えられます。

※循環型社会形成推進交付金Ｑ＆Ａ集（令和５年５月改訂）

No.47参照）

https://www.env.go.jp/recycle/waste/3r_network/7_misc

/q_a_202305rev.pdf

⑷　まとめ

トンネルコンポストを含めた補助的な処理施設の整備方針については、

第３回建設検討委員会において、更なる検討が必要であるとのご意見

をいただき、今後、様々な視点から検討を行っていく予定です。その結果

は追ってホームページにてご報告させていただきますので、引き続きどうぞよ

ろしくお願いいたします。



No 提出日 件  名 意見概要 回　　答

27 11/27

「新たなごみ処

理施設建設事

業について」

私はまず構成市、町自身で自分のところのごみ処理について考

えることが大切と思っています。その点では今回「地元協議会」が

設置されて議論が行われていると伺っており、誠に結構なことだと

思っております。

どうぞ宜しくお願いいたします。

公開不要、回答希望

28 11/29

処理方式の

「評価基準

（案）」に係わ

るコメント

１．第３回建設検討委員会資料４の３頁「処理方式の評

価項目及び評価基準（案）」の建設実績については、定量評

価ではなく、定性評価に変更していただきたく強くお願いいたしま

す。変更を求める理由は下記の通りです。

⑴ハイブリッド方式（メタン化+焼却）のメタン化プロセスについ

ては、約40件の国内実績がある。

⑵ハイブリッド方式の採用実績が少ないのは、おそらくPFI事業と

して自治体は資金調達をするのみで、民間が設計・運転・保全

をする可能性があるのではないかと考えます。

⑶表面的な「建設実績」だけを見て、「ガス化溶融・改質」が「ハ

イブリッド方式」より高得点というのであれば、異議を唱えるのは

私だけではないであろうと推測します。

⑷私が提出済み（No.11、16）の意見は無意味になってしま

います。

２．同資料同頁「方針２」の「二酸化炭素排出量」の配点に

ついては、時代の要求が「脱炭素」であることに鑑み、20点から

30点に変更することを提案します。

意見箱にご意見をいただき、ありがとうございます。要旨１の-「建設実

績」を定量評価から定性評価への変更を求める件についてですが、メタン

化についての実績は、規模及び期間の制限をせずに産業廃棄物処理や

汚泥処理等も含めた場合の国内実績が４０件あるとのことですが、他の

処理方式については規模を80～300ｔとし、一般廃棄物処理施設の

みの2012～2022年度に竣工した実績となります。比較する条件は整

えなければならず、第３回建設検討委員会において検討いただき、ご意

見はありませんでしたので、このままとさせていただきます。

要旨２「二酸化炭素排出量」の配点につきましては、安心安全で安定

した施設を考慮し「建設実績」と「運転・維持管理性」、脱炭素を考慮し

「二酸化炭素排出量」、経済性を考慮し「施設建設費」と「維持管理

費」について特に重要であると考え、２倍の配点とさせていただきました。

また、第３回建設検討委員会で検討いただき、ご意見はありませんでし

たので、このままとさせていただきます。

26 11/18

新施設整備に

おいてCO2削

減策はどのよう

に進めるのか他

２件

トンネルコンポストと焼却炉のハイブリッドについて

この処理方法はトンネル状のコンクリート室に燃やせるごみを17

日間密閉して、バイオ処理するもので、有機質のごみ（厨芥

類、草、剪定枝）を分解して消滅させます。分解しきれなかった

太い枝木は再度トンネルに入れ種菌とし、繰り返すことで消滅さ

せます。コーティングされた紙や混入したプラスチックが残渣として

乾燥状態で出てきますので、投入した燃やせるごみ量は半分以

下になります。家庭から排出されるおむつも汚物は分解され原

料の紙とプラ類が乾燥されて残ります。有機物が分解消滅する

ので堆肥化はできません。（三豊市では堆肥が出ることを小堤

しましたが、稼働すると消滅していました）生ごみや草木の堆肥

化はCO2削減に有効ですが堆肥の安定処理が課題となるの

で、トンネルコンポスト処理のほうが優位と言えます。

〈残渣について〉

トンネルコンポストの残渣は、もともと燃やせるごみですから焼却

に付せば良いのです。固形燃料にするにはプラごみが多くなけれ

ばできません。2市1町ではプラスチックは混ぜないことになってい

ますので、そもそも固形燃料化にする排出量には足りず、無理が

あります。分別の徹底を図りプラと紙類の資源化を図れば、有

機質が消滅するので、残渣は投入量の半分以下になります。ま

た家庭から出る使用済み紙おむつも一時処理（スーパーフェイ

ズ社の処理機と同様の状態）が出来るので使用済みおむつ

は、水分の多いごみではなくなります。厨芥類の消滅とおむつの

一次処理によって、焼却炉へ助燃材の投入は必要なくなりま

す。

全国に1例の三豊市は焼却施設を持っていません。だから残渣

処理は固形燃料化となります。私たちは、炉を設置することを前

提にしているので、ハイブリッド方式としてトンネルコンポスト処理

の有効性を取り入れて課題（CO2削減、経費削減、安定運

営）に取り組むことが極めて有効であると考えます。

〈より有効な設置の在り方〉

トンネルコンポストは排出元の構成自治体区域毎に設置する

と、炉への運搬量が半分以下になるので、運搬によるCO2の発

生も抑制でき、運搬費も削減できます。炉のコンパクト化も期待

できます。更に、災害時は自区内処理で腐敗・悪臭となる厨芥

類とおむつの処理が可能となるので、衛生・環境面の不安が軽

減でき、市民生活の安心につながります。設置場所の試案とし

ては、吉見町は現環境センター跡地利用（廃炉の補助も受け

られる筈）、鴻巣市は建設予定地の一部に、北本市は新たに

考えねばなりませんが、施設設置への補助金もあるので、これら

を中部環境保全組合事業として「燃やせるごみの処理における

CO2削減と経費縮減の効果的な方法」として実現に向けて、よ

くよく検討いただきたい。

〈発電について〉

トンネルコンポストは発電しませんので、焼却炉からの発電量は

メタンガス発酵より少ないかもしれませんが、設置経費は少なく

運営費用も縮減され、メンテナンスも複雑ではありません。ハイブ

リッド式にすることで発電も可能と考えます。

ご意見いただきありがとうございます。 ⑴トンネルコンポスト方式について

トンネルコンポスト方式は、有機質のごみを発酵によって、水分を蒸発さ

せ、肥料や固形燃料の原料に適した性状にする処理方式とされていま

す。（「三豊市バイオマス産業都市構想」による）

一般的な微生物による発酵では主に、「炭水化物の分解」、「蛋白質及

び脂肪の分解」、「生物体の合成」が行われており、有機物は分子量の

小さい有機物へと分解され、微生物はそれを取り込んで増殖していきま

す。また、この反応が行われる際には同時にCO2などの気体も生成され

ます。トンネルコンポスト方式は前述のとおり、有機質のごみを発酵によっ

て固形燃料等の原料とすることを目的としているため、CO2などの気体と

して放出される一部を除き、有機物は消滅せず残存します。

トンネルコンポスト方式のメリットの一つとして、残渣部分を固形燃料と

し、他の重油や石炭を使用している施設の代替燃料とすることで、CO2

の削減が見込める点が挙げられます。ご提案にありますように残渣部分を

焼却する方法を取った場合には、このメリットがなくなってしまうと考えられ

ます。

また、新たなごみ処理施設において、どのぐらい助燃剤が必要となるかは

その処理方式によって異なりますので、今後の検討課題となります。ご意

見のとおり、トンネルコンポストの併設により、助燃剤の投入が不要となる

可能性もありますが、固形燃料原料を焼却施設で処理することによっ

て、高温化に伴う炉への影響も考えられます。

参考として、現在稼働している埼玉中部環境センターはストーカ式焼却

炉であり、この方式においては、炉の立ち上げ時と停止時のみ、助燃剤

（灯油）を使用しています。炉の立ち上げが終わるとごみが自燃するた

め、以降炉の停止時まで助燃剤の投入は不要となります。

⑵　構成自治体毎に設置することについて

ご提案の構成自治体区域毎に設置した場合には、運搬に伴うCO2の

削減は見込まれますが、施設が増えることで電気使用に伴うCO2排出

量が増加するほか、焼却炉の規模が小さくなることで発電効率が低くなる

ことも想定されます。したがって、CO2削減を考えるには総合的に判断す

る必要があります。

また、ご意見にも記載していただいておりますが、トンネルコンポストを設置

するためには一定の面積を持った敷地が必要であり、各構成市町で設

置するとした場合には、敷地の確保が課題となります。トンネルコンポスト

方式を導入した三豊市の例では、処理能力43.3t/日の規模で敷地面

積が約10,000㎡となっていますので、現在想定している処理能力と単

純に比較すると、トンネルコンポスト処理施設の部分だけで構成市町合

わせて約35,000㎡の敷地が必要となると考えられます。

⑶　費用に関して

現時点では、焼却施設とトンネルコンポスト方式を併設する事例は国内

ではないことを踏まえると、トンネルコンポストを運営する事業者と焼却施

設の運営をする事業者の２者を選定する必要があり、また、効率的な運

営のためにはそれら両者の連携が必須となると考えられます。この点が運

営費用にどのように影響が出るのかが課題となります。

また、当組合では、循環型社会形成推進交付金制度を活用していく予

定ですが、トンネルコンポスト（好気性発酵乾燥方式）を交付対象とす

るためには施設内で固形燃料化まで行う必要がある※とされており、ご提

案の「トンネルコンポストで前処理を行い、生成物を焼却処理する」という

方法においてはその交付対象外になると考えられます。

※循環型社会形成推進交付金Ｑ＆Ａ集（令和５年５月改訂）

No.47参照）

https://www.env.go.jp/recycle/waste/3r_network/7_misc

/q_a_202305rev.pdf

⑷　まとめ

トンネルコンポストを含めた補助的な処理施設の整備方針については、

第３回建設検討委員会において、更なる検討が必要であるとのご意見

をいただき、今後、様々な視点から検討を行っていく予定です。その結果

は追ってホームページにてご報告させていただきますので、引き続きどうぞよ

ろしくお願いいたします。



No 提出日 件  名 意見概要 回　　答

30 11/24

トンネルコンポス

ト方式の採用

と固形燃料の

利用先について

　ゼロカーボン構想に則り、焼却方式に替えてトンネルコンポスト

方式とするべきである。新施設は９年後稼働を目指している

が、１０年後とすれば排出される固形燃料を上尾市に売却す

ればよい。現在の西貝塚環境センターが１０年後には伊奈町

に移転する予定であり、そうすると、現在そこから熱源供給を受

けている健康増進施設、上尾市健康プラザわくわくランドの熱源

がなくなるので代替え施設として検討中のガスボイラーに替えて、

前期固形燃料を供給すれば良い。トンネルコンポスト方式とす

れば、焼却方式に必要な煙突とそれを支持する高額な地盤改

良コストを大幅削減可能で大きなメリットがある。

 　意見箱にご意見をいただき、ありがとうございます。トンネルコンポストに

ついては、第４回建設検討委員会において、補助的な処理施設のひと

つとして整備方針が検討され、「本組合として施設整備は行わない」との

方針で整理しております。その理由としては、全国での導入実績が１件と

少なく、安定的に処理できる施設として判断する材料が少ないことや、固

形燃料ができる固形燃料化施設と異なり、生成されるのは「固形燃料

用の原料」であることから、長期的かつ安定的な利用先の確保が課題と

なることが挙げられます。

　なお、本組合の構成市町ではない自治体に関しては、回答を控えさせ

ていただきます。

31 12/12

焼却炉を導入

した場合の場

外利用可能な

蒸気又は温水

について

　第３回建設検討委員会で傍聴した際、他の人が「１年間で

消費した石油はドラム缶で１３０個分相当量でした」という内

容の発言をされました。私は「生ごみ」を焼却できないから、補助

燃料としてドラム缶１３０個分相当の石油を燃やしたのであろ

うと推測しました。

一方で中部環境保全組合においても温浴施設を導入する可

能性があるのではないかと推測していますが、もし、新たなごみ処

理施設として焼却炉を導入した場合、前述のように補助燃料を

使用するような状況なのであれば温浴施設に供給する蒸気又

は温水はないことを意味しているのであろうかと考えました。

この考えは正しいのか否か、お伺いいたします。正しければ焼却

炉の導入には慎重であるべきではないかと考えます。

　意見箱にご意見をいただき、ありがとうございます。埼玉中部環境セン

ター（以下、「当センター」という。）では焼却施設の燃料として灯油を

使用しておりますが、生ごみの影響によるものではありません。

生ごみについては、水分を多く含み、熱量が低く、非常に燃えづらいため、

一般的にその他の可燃ごみと十分に攪拌し、性状を均一にすることで燃

えやすくしてます。現在当センターに搬入されている可燃ごみにおいても、

均一にすることで水分が50～60％、熱量が約1600～1800kcal/kg

となり、通常は補助燃料を投入しなくても十分に自燃※する性状となっ

ています。したがって当センターでは、生ごみも含めた可燃ごみを、化石燃

料を使用せずに焼却することが可能となっています。

　当センターでは焼却炉内の温度を適切に管理するため、焼却炉の立ち

上げ時と立ち下げ時に燃料として灯油を使用しておりますが、通常運転

においては燃焼を補助するための補助燃料としては使用していません。

　また、現時点においては、本組合として、温浴施設を整備するかどうか

は決定しておりませんが、熱エネルギーの活用と燃料の使用は個別のもの

と捉えております。仮に、新しいごみ処理施設を焼却炉とした場合には、

燃料使用の有無によらず、ごみの燃焼によって必ず熱エネルギーが発生

し、この熱エネルギーをできる限り無駄にせず、活用することは温暖化対

策の観点などからみて重要な課題の一つと認識しています。

※補助燃料を投入せずにごみ自身が持つ発熱量によって燃焼することを

「自燃」と言い、自燃するにはごみが持つ熱量が約800 kcal/kg必要と

されています。



No 提出日 件  名 意見概要 回　　答

33 5/7
御参考までに

図書の紹介

ごみ処理施設のエネルギー利用の参考として、「図解よくわかる

廃熱回収・利用技術」を紹介します。
回答不要、公表不要

34 8/15

御参考までに

新聞情報の紹

介

日本経済新聞に「千葉・市川市、脱炭素へ新電力会社」という

記事がありました。何か参考になることはないかお尋ねします。

意見箱にご意見をいただき、ありがとうございます。ごみ焼却施設で発電

した電力については、東京電力等の電力事業者が発電した電力よりも

温暖化排出係数が低いため、積極的に活用することで、カーボンニュート

ラル（脱炭素）に資するものとなります。

　　　　そのため、市川市では地域エネルギー計画を策定し、地域新電力

を軸としてごみ処理発電や公共施設の太陽光発電等の地域電力の活

用、EVを活用したカーシェアリングなどを行い、エネルギーの地産地消や

再生可能エネルギーの利用促進を計画しています。

組合ではこのような大規模な事業展開は難しいため、そこまでの検討は

行っておりませんが、大変参考となる事業であると考えます。貴重な情報

提供ありがとうございました。

　意見箱にご意見をいただき、ありがとうございます。ご提供いただいた内

容を確認したところ、「東京都は最新式の焼却施設でプラスチックごみも

処理している」以外の情報がなく詳細は確認できませんでしたが、一般的

に最新式のものでなくとも焼却施設（焼却、ガス化溶融・改質）ではプ

ラスチックの焼却は可能と考えられます。

　現在、国はプラスチックごみ問題、気候変動問題、諸外国の廃棄物輸

入規制強化等への対応として、プラスチック類の分別収集および再資源

化を図り、資源循環を推進しています。法律としては容器包装廃棄物に

ついては、平成７年に「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促

進等に関する法律（容器包装リサイクル法）」が制定され、市町村は

容器包装プラスチック等の分別収集に努めなければならないとしていま

す。また令和３年には 「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する

法律（プラ新法）」が制定され、市町村はプラスチック使用製品廃棄物

の分別収集及び分別収集物の再商品化に必要な措置を講ずるよう努

めなければならないとされています。

　このことから、従前より構成市町では容器包装廃棄物の分別収集と再

資源化を実施しています。またプラスチック使用製品廃棄物につきまして

は、新たなごみ処理施設においては、容器包装廃棄物と同様にプラス

チック使用製品廃棄物についても分別収集を行ったうえで、選別処理を

行い、再資源化可能なものは再資源化を行うことを検討しています。

　したがって、プラスチックの処理については、ご意見にあります様なコストの

比較だけで選択するものではなく、国の方針、法の趣旨であるプラスチック

ごみ問題や気候変動問題への対応に鑑みて分別収集及び再資源化を

行うものであると考えています。

32 1/12

プラスチックを処

理できる最新

式焼却設備の

紹介

　第４回の新たなごみ処理施設等建設検討委員会において、

処理方式は焼却（ストーカ式）に決定したものと考えている。

　先日放送されたNHKのＥテレの「アクティブ10」の中で、東京

都は最新式の焼却施設でプラスチックごみも処理していることを

知った。この様な施設とすべきと云うものではないが、情報を把握

した上で、新しい焼却炉の仕様を決めていただきたい。

　今日本の国全体として、プラスチックはケミカルリサイクルの方向

で検討しているものと理解しています。

　プラスチックを処理するコストとプラスチックを処理できる焼却炉

を導入するコストのどちらが低コストなのか検討していません。



No 提出日 件  名 意見概要 回　　答

35-1 10/8

処理方式の評

価に係る見直

しについて（建

設実績と二酸

化炭素排出

量）

１．第４回建設検討委員会資料３の建設実績について、

「ガス化溶融・改質（シャフト式）（キルン式）（流動床）」

と「ハイブリッド（メタン化＋焼却）」が同じ評価になっています。

市販の書籍でどのように評価されているのか調べてみたところ、建

設実績が多いからと言って、技術的に優れているとは限らないこ

とが分かりました。つまり、「ハイブリッド」に「ガス化溶融炉」よりも

高評価を与えてもよいのではないでしょうか。

要旨１と２は合わせて回答します。

意見箱にご意見をいただき、ありがとうございます。

建設検討委員会での主要な可燃ごみ処理施設の処理方式の評価に

関して、『建設実績』及び『二酸化炭素排出量』の項目についての考え

方をご説明いたします。

初めに『建設実績』については、一般的に建設実績が多い方式ほど知見

が深まり、技術が成熟されると考えられます。そのため、評価項目の『建

設実績』では、あくまで定量的かつ相対的に建設実績数で評価をする項

目といたしました。ご指摘いただいておりますとおり、「建設実績が多いから

といって技術的に優れているとは限らない」ため、『建設実績』以外のその

他の項目で技術的な部分について、別途評価をしております。

次に評価項目の『二酸化炭素排出量』については、

①燃料使用	②電気使用

③プラスチック類の燃焼	④発電による削減

の４項目を算出し、その合計を定量的かつ相対的に評価しました。

次段に続く

35-2 10/8

処理方式の評

価に係る見直

しについて（建

設実績と二酸

化炭素排出

量）

２．第４回建設検討委員会資料３の二酸化炭素排出量に

ついて、「焼却（ストーカ式）」と「ハイブリッド（メタン化＋焼

却）」に同じ評価が付されていますが、「強靭でしなやかな廃棄

物処理を目指して」という書籍には次の記述が残されています。

『バイオガス化施設と焼却施設のコンバインドシステムが従来の

焼却施設のみと比較した試算においても、図２に示すようにバイ

オガス化施設コンバインドが固定価格買取制度（FIT）の導

入と相まって、経済性や環境負荷の面で大変有利である試算

結果も得られている。』（図２は省略）

つまり、「二酸化炭素の排出量」に関しては、「全量焼却（発

電）」に比し「湿式メタンコンバインド」は高評価を与えられてもよ

いのではないでしょうか。

前段からの続き

この際、燃料使用量、電気使用量及び発電量などのデータは原則として

「一般廃棄物全連続式焼却施設の物質 収支・エネルギー収支・コスト

分析（2012年３月北海道大学）」を基に設定しています。一方でハ

イブリッドに関してはこの文献にはデータがないため、すでに導入をしている

他自治体へのヒアリング結果や実績を基に設定しました。また、二酸化

炭素排出係数については、「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル

（令和５年４月環境省）」及び東京電力エナジーパートナー株式会

社における2022年度のデータを使用しました。結果として、二酸化炭素

排出量はプラスチック類の燃焼によるところが大きく、ハイブリッドはストーカ

方式と比べ、優位性に大きな差はないものと整理されました。ご提供いた

だいた資料とは前提となる条件や想定するごみ量・ごみ質などが異なって

いるため、比較は難しいものと考えられます。

以上のことから、『建設実績』及び『二酸化炭素排出量』の評価について

は、恐れ入りますが現状、この評価のままとさせていただきたいと考えており

ます。



No 提出日 件  名 意見概要 回　　答

36-1 10/9

新たなごみ処

理施設建設整

備事業への意

見について

財源、負担割合の協議は基本計画策定以前に行うべきであ

る。いつの時点で協議をするのか示すべきである。

財源、負担割合の協議については、構成市町と調整して進めていく必要

があります。現時点でいつまでにそれらを決定するということはお示しできま

せんが、協議に向けて準備を進めている段階です。

36-2 10/9

新たなごみ処

理施設建設整

備事業への意

見について

最大予算はいくら必要と予測されるのか、基本計画策定以前

に（素案段階で）検討し協議が必要である。

新たなごみ処理施設等の整備に係る概算事業費については、すでに建

設検討委員会でも資料でお示しし、構成市町にもお伝えしている状況

です。そのほかに必要となる費用も含め、引き続き協議をしてまいります。

36-3 10/11

新たなごみ処

理施設建設整

備事業への意

見について

検討委員会においては「補助的な処理施設」として現存する処

理方法を列挙したが、将来社会を勘案した議論はなく、技術を

精査することなく剪定枝のリサイクル以外は「整備しない」とした。

剪定枝リサイクルはカーボンニュートラルに換算されないのではな

いか。事例に挙げた既存の「補助的な処理施設」におけるCO2

削減値を示すべきである。検討委員会における「補助的な処理

施設」は調査不十分のまま結論付けている。

要旨３と４は合わせて回答します。

補助的な処理施設の整備にあたってはCO2の削減効果のみでは判断せ

ず、総合的に判断しております。以下に、考え方の要点を記載いたしま

す。

〈剪定枝堆肥化・チップ化、厨芥類堆肥化・飼料化〉

環境省の温室効果ガスインベントリ（１年間に排出・吸収する温暖化

ガスの量を取りまとめたデータ）において、剪定枝や厨芥類の焼却による

CO2はカーボンニュートラルとされ集計の対象から除外されています。これ

らの方式は資源循環（ごみをできるだけ減らす）の観点からメリットがあ

る方式と整理し、このうち剪定枝の堆肥化・チップ化は施設整備対象と

しました。一方、厨芥類の堆肥化・飼料化については、処理後生成物の

量が多くなるため利用先の確保が困難であること、分別の徹底が必要と

なること、住民の負担（手間、費用）の増加が想定されることなどから

施設整備は行わないとしました。

〈廃食油のごみ燃料化（BDF化）〉

廃食油のごみ燃料化は、既に構成市町で民間委託により実施してお

り、経済性も考慮し、あえて組合で施設を整備する必要はないものと整

理しております。従って、施設整備の有無によらずCO2排出量に関しては

変わらないものと考えられます。

次段に続く

36-4 10/12

新たなごみ処

理施設建設整

備事業への意

見について

民間でのＣＯ２ゼロ削減に向けた技術開発は目覚ましいものが

ある。気候変動は危機的状況となっており、中部環境としても

ＣＯ２削減に主体性をもち、社会の規範となる施設を目指すべ

きである。

前段からの続き

〈トンネルコンポスト方式（焼却炉併設）〉

トンネルコンポスト方式と呼ばれる微生物発酵乾燥方式は、有機質のご

みを発酵によって、水分を蒸発させ、肥料や固形燃料の原料に適した性

状にする処理方式とされています。全国で唯一導入している香川県三

豊市では、この原料を民間に委託して固形燃料化し、完成した固形燃

料を大手製紙会社が利用しています。（「三豊市バイオマス産業都市

構想」による）生成した固形燃料が化石燃料の代替となることでCO2の

削減が見込める方式となっていますが、固形燃料とせず、乾燥後にそのま

ま焼却する場合、そのメリットがなくなってしまいます。建設検討委員会で

は焼却炉併設の場合、トンネルコンポスト施設の循環型社会形成推進

交付金の活用ができず、経済的に不利であることや現状、トンネルコンポ

スト施設と焼却施設を１者で運営できる事業者がおらず、トラブル時に

処理が滞る恐れなどがあることから、施設整備は行わないものと整理しま

した。

〈紙おむつ〉

紙おむつに関しては、ご意見のとおり、プラスチック類でできた高分子ポリ

マーを焼却せずマテリアルリサイクルを行うことは重要な考え方です。しかし

ながら、現時点では実証段階の技術もあることから組合としては施設整

備を行わないものとしました。今後も引き続き、技術開発の動向や国の

支援策等の情報収集を実施し、事業性が見込める場合は改めて検討

を行うとしています。

36-5 10/13

新たなごみ処

理施設建設整

備事業への意

見について

基本計画について、なぜ、いかにして決定したのか説明がなされ

なければ多額な事業への理解は進まない。決定したことの報告

（伝達）は当然であり、判断に至る過程の説明が必要であり

重要である。

事業に関する情報は、定期的に発行している組合広報のほか、特別号

も発行し、情報を発信しております。昨年度には住民説明会を地元、鴻

巣市、北本市、吉見町で４回開催しており、この開催については組合広

報のほか、構成市町の広報でもお知らせいたしました。建設検討委員会

での議論については、会議を公開し、資料や議事録をホームページで公

開しております。今後、整備基本計画に関するパブリックコメントも実施

予定であり、整備基本計画策定後にも説明会を開催したいと考えており

ます。引き続き、事業に対してご理解いただけるよう情報発信に努めてま

いりたいと考えております。



No 提出日 件  名 意見概要 回　　答

36-6 10/14

新たなごみ処

理施設建設整

備事業への意

見について

公募の意見は、速やかに組合の見解と共に公開し、検討委員

会で精査するべきである。計画案は、パブコメによって主旨・目

的・実績・効果・予算等を再考し、適正に変更も行うべきであ

る。

整備基本計画に関するパブリックコメントについては、そこでいただいた意

見も踏まえて建設検討委員会で検討いただく予定となっております。その

資料については他の資料と同様に公表させていただく予定です。

36-7 10/14

新たなごみ処

理施設建設整

備事業への意

見について

プラスチックと不燃ごみの処理事業について、これまでの民間委

託処理のどの工程まで行うのか明確にすること。

第３回建設検討委員会の資料２、同委員会の第４回資料４にお示

ししておりますとおり、不燃ごみにはプラスチック類が半分程度含まれてい

るため、現在の不燃ごみに含まれるプラスチック類は容器包装プラスチック

類と合わせた収集とします。その上で、これまで構成市町で行っていた容

器包装プラスチック類と同様に一時保管、選別、圧縮梱包等の工程を

集約することを計画しております。プラスチック類を除いた不燃ごみについて

は、粗大ごみと同様に破砕、選別を行い、可燃残渣は焼却し、資源物

は売却することを計画しています。

36-8 10/14

新たなごみ処

理施設建設整

備事業への意

見について

プラスチックと不燃ごみの処理事業について、組合が施設を建設

し人件費を掛けて維持管理し初期処理を行うことのメリットは何

か、費用対効果の検証と説明が求められている。比較検討値を

示すべきである。

現在、構成市町で不燃ごみとして回収され主にサーマルリサイクルされて

いる使用済プラスチック使用製品を「プラスチックに係る資源循環の促進

等に関する法律」に則り、マテリアルリサイクルできるように組合に集約し、

まとめて処理する方針で検討しています。費用対効果については、推計

ではありますが、第４回建設検討員会資料４にてお示しさせていただき

ましたとおり、組合に集約するほうが経済的であるという結果となりました。

また、現在の不燃ごみには半分程度のプラスチック類が含まれております

が、それがサーマルリサイクルからマテリアルリサイクルになることで、二酸化

炭素等の削減につながるものと考えます。

36-9 10/14

新たなごみ処

理施設建設整

備事業への意

見について

化学物質の高温処理による変化（重金属や有害物の発生危

惧）は今後益々明らかになっていく。よって、予防原則を前提

に、新たなごみ処理施設でもプラスチックごみの焼却処理は原則

行わないこと。

新たに整備するごみ処理施設においても現施設同様、原則プラスチック

類は焼却しない方針です。

36-10 10/14

新たなごみ処

理施設建設整

備事業への意

見について

今後、プラスチックは燃やさずリサイクルの方向が主流となる。２

０５０年ゼロカーボンの社会に向け、焼却量を減らす処理に真

剣に取り組んでいくことが、私たちの新たなごみ処理施設に求め

られている。

新たに整備するごみ処理施設においても現施設同様、原則プラスチック

類は焼却しない方針です。

37 11/1

「生ごみ」の脱

水及び分別回

収の提案につ

いて

現在稼働中の焼却炉で使用している「補助燃料」の消費量を

減らすことができれば「脱炭素社会」の実現の一端として貢献で

きると思います。「補助燃料」を減らすには生ごみの「脱水」及び

「分別回収」の実現に協力を求める必要があります。自分からも

何か貢献したいと思っている市町民もいるはずなので、協力して

くれる市町民から徐々に始めて見てはいかがかと思います。

意見箱にご意見をいただき、ありがとうございます。

「補助燃料」については、本組合では現在、焼却炉の立ち上げ、立ち下

げ時に燃料として灯油を使用しておりますが、これはごみを焼却するために

使用しているのではなく、炉内温度を適切に管理するためです。維持管

理のために必要な燃料ですので、「脱水」することにより大きく使用量を減

らすことは難しいと考えております。

現在、新たなごみ処理施設としてエネルギー回収型廃棄物処理施設を

整備する方向で検討が進んでおります。水分が多い生ごみをできる限り

脱水することでごみが減量でき、処理施設でのエネルギーの回収効率も

上がると考えられますので、引き続き住民の皆さまにもご協力をお願いし

てまいりたいと考えております。

また、生ごみを各ご家庭で分別し、生ごみ処理機などにより資源としてご

活用していただくことでごみの減量に繋がりますのでこちらについても引き続

きご協力をお願いしてまいりたいと考えております。

40-1 12/13
施設の建屋等

について

建屋の美観に留意してください。誰もがここがごみ処理施設だと

思えない素敵な建屋であってほしい。また「汚い」「臭い」「けむ

い」といったイメージ感覚を一掃するため、煙突から排出される大

気汚染、排水処理施設から排出される水質汚染対策を十分

に講じていただきたい。

意見箱にご意見をいただき、ありがとうございます。

ごみ処理施設は一般の建築物とは異なり、熱、騒音、振動、臭気等の

発生源となるプラント機器を有するため、それらの配置も踏まえ、総合的

にバランスの取れた計画とすることが重要となります。現在、建設検討委

員会で作成中の新たなごみ処理施設等整備基本計画案（以下、「整

備基本計画案」という。）では、明るく清潔なイメージ、機能的なレイアウ

ト、より快適安全な室内環境などに留意する、としています。また、環境

保全に関しては、公害に関する各種関係法令を遵守するとともに、特に

排ガスについては、法令基準よりも厳しい自主基準値を設定し、環境の

保全に取り組んでまいります。



No 提出日 件  名 意見概要 回　　答

40-2 12/13

施設の附帯施

設の設置につ

いて

施設の附帯施設については、１ごみ処理行政の市民の理解度

の向上を図るため「見学コース」の設置、２余熱利用の「温水

プール」又は市民が利用できる「浴場」の設置、３施設敷地に

空き地があれば植栽等をして小公園の設置を希望します。

整備基本計画案では、ご要望いただいている処理施設の「見学ルート」

についても設置を行うこととしています。

余熱利用については、現在、新たなごみ処理施設等地元協議会を設

置し、協議をしております。先進事例等から考察すると建設及び維持管

理の費用が多額になる懸念があること、周辺の温浴施設では利用者が

減少傾向であることなどから、余熱利用施設の整備については難しいもの

と考えます。

公園等の設置に関しては、整備基本計画案では、多目的広場など緑

地等を活用した屋外施設の導入を検討することとしています。

昨今は建設費が高騰しており、華美な施設とすると多大な費用がかかる

施設となる懸念があるため、費用を抑えつつ、地元の皆様にも喜んでいた

だけるような施設の整備を目指しております。

40-3 12/13 焼却炉について

焼却炉については、鴻巣市、北本市、吉見町の総人口は約20

万人、ごみの排出量は１日当たり最大一人１ｋｇとすれば２

００ｔのごみを処理しなければなりません。私の提案としては１

日当たりの焼却能力１００ｔ炉を３基設置するのが最善と思

います。焼却は通常２基で運転し、１基は休止しております

が、休止中は炉内の清掃及び機器の点検等が行われます。焼

却中の炉は定期的に運転を休止し、点検清掃作業に入るとと

もに、休止中の炉を立ち上げて運転に入ります。したがって休止

中の炉は予備的な設備ではありません。

焼却炉につきましては、整備基本計画案では、将来人口や現在のごみ

処理量、構成市町のごみ削減の目標値等を勘案し、計画ごみ処理量

を算出した上で、施設規模を１４７ｔ／日としております。また、炉数に

ついては、ご指摘のように、３炉の方が点検の容易性や災害対応などで

は優位と考えられますが、他都市の実績や運転・維持管理性、経済効

率性等で評価を行い、２炉としております。

40-４ 12/13
防火設備につ

いて

防火設備については、通常の防火設備は各所に整備されると

思いますが、特にごみピットに留意してください。ごみから発生する

「メタンガス」がピットに溜まりやすく火が付くと通常の消火設備で

は消火が困難になる恐れがありますのでごみピットの全体に散水

できる設備が必要と思います。

ご指摘いただいたように、ピット内の火災は近年多く発生しており、その原

因の多くはリチウムイオン電池の混入によるものとなります。消火設備等の

詳細については、事業者による提案となりますが、自動発火監視装置や

放水銃設備等による対策を検討してまいります。

40-５ 12/14
地盤沈下につ

いて

地盤沈下についてですが、ごみ処理施設の土地は、以前は湿

地であったと聞いております。支持基盤が深いと地盤沈下の恐れ

があります。特にごみ収集車が通行する搬入路ですがアスファル

ト舗装するとアスファルトの自重で沈下し、建屋と搬入路に段差

を生じ、段差を補修するため、アスファルトを上塗りするとさらに自

重が重くなり沈下を早めます。搬入路は軽量の舗装材で整備を

おすすめします。

建設予定地の地盤については、地質調査により建築物の支持地盤を確

認しております。また、表層部分については、圧密沈下対策が必要となり

ますので、将来的な沈下を軽減できるよう造成工事で対策を講じてまい

ります。いただいたご意見については、今後の参考にさせていただきます。

42-1 12/18
講演会の開催

について

新たなごみ処理施設等建設検討委員会委員の方の中には、

埼玉環境科学国際センター　資源循環と廃棄物の担当で主

任研究員の方がおいでです。この方は地球環境、自然、生きも

の、子供達等の未来を熱心に考えられている方です。多くの子

供たちに等に、１回だけでなく、何回もお話を聞かせる機会を、

鴻巣市、北本市、吉見町で作って頂けませんか。

意見箱にご意見をいただき、ありがとうございます。ご意見いただいたよう

に、環境学習・啓発は大変重要なことであると認識しております。このよう

なお話を頂いたことを構成市町にお伝えいたします。

42-2 12/19

民間ごみ処理

施設の見学に

ついて

委託先である民間のごみ処理施設を見学できるようにしていた

だけませんか。

本組合では現在、民間のごみ処理施設への委託を行っておりません。構

成市町では、民間事業者に不燃ごみや容器包装プラスチックの処理等

の委託を行っておりますので、このようなお話を頂いたことを構成市町にお

伝えいたします。

43-1 3/14
周辺住民への

周知等について

計画地は加須市との境界付近に位置し、北本市・吉見町の市

街地からは距離があります。計画地の選定にあたり、三市町以

外、特に加須市の周辺住民にはどのように周知していたのでしょ

うか。また、今後どのように周知し、理解・合意を得ようとお考え

でしょうか。もしくは、近接していても対象自治体の範囲外であ

れば周知・理解等は不要とお考えでしょうか。

意見箱にご意見をいただき、ありがとうございます。

建設予定地に関して、構成市町（鴻巣市、北本市、吉見町）の住民

以外の方に対しては、組合ホームページによる周知を行っております。

令和７年２月に整備基本計画を策定し、ごみ処理施設の種類や規模

などが決まりましたので、今後、構成市町の周辺の方を対象とした説明

会の開催なども検討しております。
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43-2 3/14
計画地の妥当

性について

このような施設を作る際は「不利益は受益者間において公平に

負担する」ことが原則であるかと思います。ごみ処理場は多くの

人が「必要性は認めるが自分の近所にできることは反対」と考え

ます。

人口の分布から自治体の境界付近に計画するのは理解できま

すが、今回の計画は単独の市町村によるものではなく三市町合

同による設置のため、三市町の境界付近等の地域で検討すべ

きではないでしょうか。

また、計画地付近の農業集落排水処理施設の様に地形に大

きく影響される施設でもなく、カントリーエレベーターの様に周辺の

土地利用に沿うものでもありません。さらに、計画地は河川の氾

濫時に浸水が予想される土地であり、過去に実際に浸水したこ

とがある土地であると聞いております。

計画地の選定は、他の候補地との比較等、どのように行われ、ど

のように公平性を担保しているのでしょうか。土地の所有者は三

市町の関係者等、利害関係者等なのでしょうか。

疑義が解消されない限り、計画地については再検討すべきと考

えます。

仮に現在の計画地付近に検討する場合であって、県道３０８

号線に隣接した土地ではなく、県道３２号線に隣接した土地

を活用されてはいかがでしょうか。地形等の条件はほぼ同じであ

り、非受益者からの距離も現在の計画地よりは多少とれることに

なります。

当組合は、鴻巣市・北本市・吉見町の２市１町のごみを共同で処理す

るための一部事務組合で、組合の主要な決め事は２市１町の協議と

合意の下に組合で定めています。

鴻巣市郷地安養寺地内は、新たなごみ処理施設の建設予定地とし

て、２市１町の合意事項の１つとして、令和３年９月に合意書で定め

られたものです。この場所は合意書で定められた唯一の建設予定地であ

り、この場所の他に２市１町により示された場所はありませんでした。

これを踏まえ、当組合として建設予定地を決定するために、郷地安養寺

地内が本組合の施設を建設する場所として適地であるかについて、令和

４年度に実施した第１期建設検討委員会で調査研究及び検討をして

いただきました。その結果、「建設予定地を鴻巣市郷地安養寺地内に決

定することが妥当である。」との答申をいただきましたので、この答申を踏ま

え建設予定地を決定しております。

43-3 3/14
周辺環境等の

影響について

排煙・排水・悪臭等の懸念される周囲環境への影響についてど

のように対応する予定でしょうか。特に排煙等が加須市側に排

出されないことへの対策は必須であると考えますが、どのような対

応を予定されていますでしょうか。

また、仮に計画通り進むと、非受益者である加須市上種足地

区の住民の目の前にごみ処理場ができることになります。せめて

もの景観への配慮として、施設の高さを隣接するゴルフ場の樹

木の高さ以下にするなどの対応をお願いします

令和７年２月に整備基本計画を策定し、ごみ処理施設の種類や規模

などが決まり、現在、それを踏まえた生活環境影響調査をしております。

この調査は、周辺地域の生活環境の現況を把握し、施設の設置による

影響を予測し、その結果を分析することにより、その地域の生活環境の

状況に応じた適切な生活環境保全対策等を検討するために行われる

調査です。

ご指摘の件につきましては、建設予定地周辺の方の生活環境を保全す

るため、この生活環境影響調査の結果や各種法令等を踏まえて対応を

検討してまいります。

43-4 3/14
道路利用につ

いて

建設中や稼働後には周辺道路は多くの車両が出入りすることと

なり、渋滞等が懸念されますが、どのような対策を考えていますで

しょうか。

付近の県道７７、３０８、３１３号線、南北埼広域農道等

は周辺住民の生活道路となっています。

緊急車両ではない工事車両やごみ収集車等が、県道３１３

号線・南北埼広域農道等の、非受益者である加須市民の生

活道路を通ることのないよう対策をお願いします。

建設予定地との位置関係から、県道３０８号内田ヶ谷鴻巣線や県道

７７号行田蓮田線などについては主な搬出入のルートになると想定され

ます。施設の稼働後につきましては、これらの道路にごみの収集運搬車

両などによる渋滞が生じないよう、敷地の入り口から計量棟までに十分な

距離を確保するなどして対策を行っていく予定です。

建設工事中も含め、ごみ処理施設の整備にあたっては建設予定地周

辺の近隣住民の方のご迷惑にならないよう、道路管理者である埼玉県

北本県土整備事務所や交通管理者である埼玉県警察と十分に協議

して進めてまいりたいと考えております。

43-5 3/14

非受益者が被

る不利益につい

て

自分を含め加須市上種足地区の住民は非受益者になります

が、受益者である三市町のほとんどの住民より近接してごみ処

理施設が建設されることが検討されています。

自宅付近にこのような施設ができることは不利益であると考える

住民がほとんどであるかと思われますが、これに対してどのような

補償をされる予定でしょうか。もしくは三市町の住民と同程度の

利益を受けることができるのでしょうか。

ごみ処理施設の整備にあたっては、建設予定地周辺の住民の方の生活

環境を保全できるよう十分な対策等を検討して進めてまいりたいと考えて

おります。

43-6 3/14
情報公開請求

について

今回の「新たなごみ処理施設等整備事業」については情報公

開請求制度の対象でしょうか。その際窓口はどちらでしょうか。

新たなごみ処理施設等整備事業についても情報公開請求制度の対象

です。当組合に関する事項については、当組合が情報公開請求の窓口

になります。

なお、情報公開請求ができる方は、埼玉中部環境保全組合情報公開

条例第５条に該当する方となりますのでご留意ください。


